
 



ii　　はじめに

はじめに
　日本はきわめて災害の多い国です．災害リスクは，世界の先進国のなかでも突出し
て高い数字となっています．ある保険会社の調査結果では，世界でもっとも自然災害
リスクの高い都市は東京・横浜圏であり，大阪・神戸圏が 4位，名古屋が 6位となっ
ています1）．2011年 3月に起こった東日本大震災は，日本の災害の脅威をまざまざ
と私たちの目の前に明らかにしました．このような現実に対して，私たちはどのよう
なことをすべきでしょうか？ この重要な問いに対して，近畿 7高専では一つのチャレ
ンジを提案しました．すなわち，阪神・淡路大震災を経験し，また，大きな水害など
の経験もある近畿の高専が，たがいに連携しながら防災教育を進めていこうという取
組みです．そして，このプロジェクトの中核となるのが「防災リテラシー教育」です．
　災害に立ち向かうための基本的な知識を「防災リテラシー」といっています．災害
が多い日本でこれから活躍していこうとする若い人にとって，災害やそれへの対応を
知っていることは不可欠です．とくに，職場の最前線で活躍していくことになる若い
人にとって，防災の基本的なことを理解し，かつ行動できるリーダーとしてこの「防
災リテラシー」を身につけることは，非常に重要な意義があります．
　本書は，「防災リテラシー」を学ぶためのテキストとして以下の点に留意して作成
しています．
　①幅広い防災・減災についての生きた知識を取得
　　　地震や津波だけでなく，幅広い種類の災害を対象として，その基本を理解でき

るようにしました．また，実際にどのようなことが起こったのかが理解できるよ
うに，現場での状況や実務にかかわることも多く紹介しています．

　②専門的な分野に深入りせずに，防災・減災において必要不可欠な事項を厳選
　　　防災・減災の分野は非常に幅が広く，厳選して学ぶことが重要です．本書は，

若い人たちが理解できる表現で，必要と考えられる要素を厳選しています．
　③ほぼ最新の情報を紹介
　　　災害の多い日本では，頻繁に新しい災害が発生しています．そして，それに応

じた新しい知見が公表されたり，政府や民間での新しい対応策が発表されていま
す．そのような状況をなるべく反映するために，最新の情報を紹介するように心
がけています（ただ，出版の期限との関係上，ほぼ 2015年 7月末時点の更新ま
でとなっています）．

1） 保険会社スイス・リー 「リスクの心得：自然災害の脅威にさらされる都市のグローバルランキング」（2013）．
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　本書の執筆開始後も，土砂災害，火山の噴火や地震など，大きな災害が連続してい
ます．また，南海トラフ地震は 30年以内に起こる確率が 70 ％という高い数字が示
されています．本書をおおいに活用して，防災・減災に対するしっかりした理解力を
もち，将来の災害に向けてリーダーとして活躍してくれることを願っています．

　なお，本書を活用して講義される方や，防災学習をされる方々のために，教科書に
掲載していない情報や指導にあたってのポイントなどを出版社の協力でウェブ上に掲
載していく予定です．

http://www.morikita.co.jp/books/mid/045291

 明石工業高等専門学校 特命教授　太田敏一　
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「防災リテラシー」の趣旨
　これから日本の産業界を担う若きエンジニアに対して，これまで技術者の立場から
の防災教本があまり存在しておらず，あっても土木・建築系が中心のものが主体でし
た．今回，従来の一般的な防災・減災知識のみならず，土木・建築系の範囲に加え，
機械系，化学系，電気・情報系の防災・減災知識を含めて，エンジニアとして知って
おくべき基礎的な防災リテラシーをまとめました．
　しかし，技術系ではない読者に対しても，防災・減災を学ぶうえでの総合技術とし
て知っておくべき知識をまとめていますので，十分に理解・活用できる内容であると
思います．
　言うまでもなく日本国は世界でも類のない災害大国であり，このため災害に対する
予知・防災・減災の対応が世界最先端であることは疑う余地はありませんが，災害の
種類の多さ，因果関係の複雑さ，これに伴い必要とされる対応技術の多様さなど，ま
だまだ技術開発が不十分であり，とくにしっかりと系統だった防災の基礎知識をもつ
エンジニアが多分野にわたり必要とされています．
　皆様には，本書でもって系統的に防災・減災の基礎知識を吸収し，発展的に最先端
の知識を勉強し，自らが国土強靭化（レジリエンス）の一翼を担う技術者を志してい
ただけることを期待します．
　技術者としてのみならず，1人の日本人として，大災害に直面した際に，自らと家
族の命と安全を守り，友人や居住地などにおける近隣の方々，地域の住民の防災リー
ダーとして，もしくは，企業や官公庁などの組織・団体における防災リーダーとして，
色々な局面で臨機応変に対応できる能力を身に着ける一助となれば幸いです．

 明石工業高等専門学校 特命教授　松野 泉　
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